
初 閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 

開催日時：令和２年１月７日（火） １１：０３～１１：１６ 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：安 倍 晋 三 内閣総理大臣 

麻 生 太 郎 国務大臣（副総理，財務大臣，内閣府特命担当大臣） 

高 市 早 苗 国務大臣（総務大臣，内閣府特命担当大臣） 

森 まさこ 国務大臣（法務大臣） 

萩生田 光 一 国務大臣（文部科学大臣） 

加 藤 勝 信 国務大臣（厚生労働大臣） 

江 藤 拓 国務大臣（農林水産大臣） 

梶 山 弘 志 国務大臣（経済産業大臣，内閣府特命担当大臣） 

赤 羽 一 嘉 国務大臣（国土交通大臣） 

小 泉 進次郎 国務大臣（環境大臣，内閣府特命担当大臣） 

河 野 太 郎 国務大臣（防衛大臣） 

菅 義 偉 国務大臣（内閣官房長官） 

田 中 和 德 国務大臣（復興大臣） 

武 田 良 太 国務大臣（国家公安委員会委員長，内閣府特命担当大臣） 

衛 藤 晟 一 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

西 村 康 稔 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

北 村 誠 吾 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

欠 席 者：茂 木 敏 充 国務大臣（外務大臣） 

竹 本  一 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

橋 本 聖 子 国務大臣（東京オリンピック・パラリンピック担当大臣，内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：西 村 明 宏 内閣官房副長官 

岡 田 直 樹 内閣官房副長官 

杉 田 和 博 内閣官房副長官 

近 藤 正 春 内閣法制局長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

〇一般案件 ４件 

○人事        ５件 

いずれも，案件表のとおり，決定，了解となった。 
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議事内容： 

○菅国務大臣：明けましておめでとうございます。 

ただ今から，初閣議を開催いたします。 

まず，年頭に当たり，安倍内閣総理大臣から，ごあいさつがございます。 

○安倍内閣総理大臣：皆様，明けましておめでとうございます。 

いよいよ，オリンピック・パラリンピックの年を迎えました。７年前，国民一丸

となっての招致活動が功を奏し，東京に決定したわけでありますが，決戦の場であ

りましたブエノスアイレスで，みんなで力を合わせれば，夢はかなう，そう申し上

げたことを，今でも覚えております。 

今年も日本には様々な難題が山積しています。まさに皆様で力を合わせて，そう

した難問を乗り越えていきたいと思っております。日本国にとりまして，日本国民

にとりまして，輝ける年となりますように，皆様力を合わせて頑張っていこうでは

ありませんか。どうぞよろしくお願いいたします。 

○菅国務大臣：次に，閣議案件について，西村副長官から御説明申し上げます。 

○西村内閣官房副長官：人事案件について，申し上げます。まず，高市総務大臣がベ

トナム国政府要人との会談等のため明日から１０日まで，萩生田文部科学大臣がシ

ンガポール国政府要人との会談及び日中韓教育大臣会合出席等のため明日から１

１日まで，加藤厚生労働大臣が米国政府遺骨収集関係者との意見交換等のため９日

から１１日まで，梶山経済産業大臣がオーストラリア国政府要人との会談等のため

９日から１１日まで，武田国家公安委員会委員長がフランス国及びスウェーデン国

政府要人との会談等のため明日から１２日まで，西村内閣府特命担当大臣が中華人

民共和国政府要人との会談等のため本日から１１日まで，それぞれ海外出張されま

すので，御了解をお願いいたします。 

次に，在ケニア日本国大使館参事官片山芳宏外１名を特命全権大使に任命するこ

とについて，御決定をお願いいたします。おって，任命の上は，モルドバ国等に駐

箚を命じようとするものであります。 

次に，衆議院議員山口泰明に，グアテマラ国大統領就任式典に参列する特派大使

を命ずることについて，御決定をお願いいたします。 

次に,裁判官人事といたしまして，判事兼簡易裁判所判事に任命するもの外２件

について，御決定をお願いいたします。 

次に，谷口昇二外６１名の叙位又は叙勲について，御決定をお願いいたします。 

次に，件名外案件について，申し上げます。まず，モロッコとの間で「投資協定」

及び「租税条約」に署名することについて，御決定をお願いいたします。「投資協定」

は，平成３０年に閣議決定したものでありますが，改めて，所要の修正を行い，投

資の促進及び保護に関する法的枠組みについて定めるものであり，「租税条約」は，

所得に対する租税に関する二重課税の除去及び脱税の防止のための措置等につい

て定めるものであります。なお，いずれも８日の署名まで不公表といたしたいので，

御了承をお願いいたします。 

次に，「円借款の供与に関する書簡」をインドネシア及びフィリピンとの間にそれ
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ぞれ交換することについて，御決定をお願いいたします。インドネシアとの書簡は，  

震災により被害を受けたインフラの再建等のための「インフラ復興セクター・ロー

ン」に約２８０億円を，フィリピンとの書簡は，「橋梁耐震補強計画」に約４４億円

を，それぞれ限度とする円借款を供与することについて，取り極めるものでありま

す。なお，書簡交換の日は，インドネシアが本日，フィリピンが９日であり，それ

まで不公表といたしたいので，御了承をお願いいたします。 

〇菅国務大臣：次に，大臣発言がございます。まず，衛藤晟一大臣。 

〇衛藤国務大臣：交通事故防止対策の推進について，申し上げます。 

 昨年，交通事故の発生から２４時間以内に亡くなられた方の数は３，２１５人と，

現行の交通事故統計となった昭和２３年以降で最少であった前年を更に下回る結

果となりました。これは，人命尊重の理念に基づき，国を挙げて取り組んだ成果だ

と考えております。 

 一方で，昨年は，暴走した乗用車による親子の交通死亡事故や園児の交通死亡事

故など，子供が犠牲となる事故，高齢運転者による事故が相次いで発生するなど，

いまだ多くの方々が交通事故で亡くなっており，依然として情勢は厳しいものであ

ると認識しております。 

 「第１０次交通安全基本計画」では，令和２年までに２４時間死者数を２，５０

０人以下とし，世界一安全な道路交通を実現するとの目標を掲げております。その

達成に向け，「人優先」の交通安全思想を基本とし，昨年取りまとめました「未就学

児等及び高齢運転者の交通安全緊急対策」を踏まえつつ，関係機関・団体等と連携

して，一層の交通安全対策の充実を図ってまいります。また，先端技術を活用した

安全支援システムの開発普及や情報の効果的な活用を強力に推進してまいります。 

 閣僚各位におかれましては，一層の御協力をお願いいたします。 

〇菅国務大臣：次に，国家公安委員会委員長。 

〇武田国務大臣：昨年の交通事故による死者数は３，２１５人で，３年連続で戦後最

少を更新しました。しかしながら，今なお多くの尊い命が交通事故で失われている

ことには変わりなく，子供が犠牲となる痛ましい交通事故も依然として後を絶ちま

せん。警察では，子供をはじめとする歩行者の安全の確保や高齢運転者等の安全運

転の励行等を重点として，各界各層と連携しながら，交通安全教育，交通指導取締

り，交通安全施設等の整備，先端技術の普及活用等の諸対策を着実に推進してまい

ります。閣僚各位におかれましては，より一層の御協力をお願いいたします。 

〇菅国務大臣：次に，内閣総理大臣から御発言がございます。 

〇安倍内閣総理大臣：高市大臣ほか５人の大臣は，それぞれ海外出張いたしますが，

その出張不在中，北村大臣を総務大臣の臨時代理及びマイナンバー制度担当大臣の

事務代理に，衛藤晟一大臣を文部科学大臣の臨時代理に，小泉大臣を厚生労働大臣

の臨時代理に，赤羽大臣を経済産業大臣の臨時代理及び原子力損害賠償・廃炉等支

援機構担当大臣の事務代理に，河野大臣を国家公安委員会委員長及び防災担当大臣

の事務代理に，田中大臣を経済財政政策担当大臣の事務代理に，それぞれ指定又は

命じることといたします。 
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〇菅国務大臣：これをもちまして，初閣議を終了いたします。 

  引き続き，閣僚懇談会を開催いたします。 

なお，海外出張された国土交通大臣の帰朝報告は，お手元の資料のとおりです。 

御発言はございますか。 

  無いようですので，以上をもちまして，閣僚懇談会を終了いたします。 
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令和２年 

１月７日 

◎人 事 

   ☆総務大臣高市早苗外５名の海外出張について

（了解）

  ○ 片 山芳宏外１名を特命全権大使に任命することに

ついて（決定）

〃 ○衆議院議員山口泰明にグアテマラ国大統領就任式

典に参列する特派大使を命ずることについて

（決定）

   ☆判事補兼簡易裁判所判事小西隆博外２３４名を判

事兼簡易裁判所判事等に任命することについて

（決定）

   ☆谷口昇二外６１名の叙位又は叙勲について

（決定）

〔○署名あり ☆署名なし〕

（ 火 ）初 閣 議 案 件

資 料
な し

資 料
あ り

資 料
な し

資 料
あ り

〔 別 添 〕
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                 令和２年 

                 １月７日 

 

◎一般案件 

   ○投資の促進及び保護に関する日本国とモロッコ王 

国との間の協定の署名等について（決定） 

（外務省） 

 〃  ○所得に対する租税に関する二重課税の除去並びに 

脱税及び租税回避の防止のための日本国とモロッ 

コ王国との間の条約の署名について（決定） 

（同上） 

1. 円借款の供与に関する日本国政府とインドネ 

〃  ○   シア共和国政府との間の書簡の交換 

1. 円借款の供与に関する日本国政府とフィリピ

ン共和国政府との間の書簡の交換 

について（決定）           （同上） 

 

 

〔○署名あり  ☆署名なし〕 

 

 

 件 名 外 案 件  （ 火 ）  

資 料  
な し  
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